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Ⅰ．ＧＩＳを用いた地域環境保全の対策検討手法の開発

参加型環境ＧＩＳの課題と展望

東善広・藤田友丈１）

要　約

　地域住民主体の環境調査活動などに対する参加型環境���（地理情報システム）の応用事例の現状と

課題を把握し、今後の応用手法の方向性を検討するため、赤野井湾流域の事例をはじめとしたいくつか

の実例を調べた。

　���手法は、１９６０年代には登場し、決して新しい技術と言えないが、１９９０年代後半からの���のみなら

ずインターネットなどの情報技術全般の進歩とそれら技術の融合により、単なるコンピュータマッピン

グシステムという性格から情報共有ツール、コミュニケーションツールとして大きく変貌した。その結

果、地域社会の各主体の協働の取り組みが求められる社会ニーズに適した手法になったと考えられる。

しかしながら、参加型環境���の国内事例は少なく、地域住民や���等の団体が参加型環境���を利用す

るためには、資金的、人的、技術的な面での社会的な支援のしくみが重要だと考えられる。参加型環境

���利用の動機や目的は、情報収集、データベース化、情報発信、分析、成果還元、インセンティブ、

コミュニケーション、広報アイテムなどがあり、琵琶湖の環境保全のために参加型環境���を活かす今

後のシナリオとしては、「水環境調査支援システム」、「環境市民コミュニケーション・サービス」および

「流域環境情報ポータル」の３つの方向性が考えられた。

しくみを構築することが重要である。複雑な環境

情報をわかりやすく視覚化することができる���

は、地域住民の間で、さらには行政や事業者や研

究者との間で、環境情報を共有するための重要な

技術手法になると考えられる。

　しかし、���の利用は、研究者による研究ツー

ルとしてや行政による行政情報の統合化業務ツー

ルとしての実例は多く存在するのに対し、地域住

民の環境保全活動に利用する例は少ない。

　そこで、本稿では、赤野井湾流域において実証

的に開発してきたネットワーク型���（������）

を用いた水環境調査支援システムの環境保全活動

への応用事例を中心としながら、環境保全活動に

おける���利用の現状と課題を整理し、今後の方
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１．はじめに

　プロジェクト研究「���を用いた地域環境保全

への対策検討手法の開発（２００１～２００４年度）」では、

琵琶湖の環境保全に関連する土地利用、水循環の

空間情報の整備と解析、地域住民による環境保全

活動での���（地理情報システム）の応用手法の

実証的開発研究を行ってきた。

　滋賀県では、地域の環境と深い関わりをもつ住

民が中心となって、事業者や行政との協働により、

地域に根ざした環境の保全・創造の取り組みを進

めていこうとする「環境自治」を、環境政策の基

本理念に位置づけているが、その理念にもとづい

た実践を定着させるためにも、多くの環境保全団

体が実施する身近な環境調査活動の成果を活かす
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向を探る。

２．参加型環境GISの現状と課題

２．１　GISの歴史

　���は決して新しい技術手法ではなく、その原

型は、既に１９６０年代に登場している。比較的歴史

の長い技術手法であるにもかかわらず、なぜ今注

目されているかを、今一度簡単に振り返ってみる。

　���の利用形態に基づいて、���の歴史を大きく

分けてみると、「初期の���」と「現代の���」と

に分けられる（表１）。「初期の���」は、コンピ

ュータマッピング手法などの技術開発が中心だっ

たと言える。���のハードウェア機器も、専門家

が操作する大型コンピュータを使用したシステム

であり、個人単位で手軽に使えるものではなかっ

たため、���の各分野への応用も限られたもので

あった。

　���が大きく発展し「現代の���」の形になり始

めたが１９８０年代に入ってからである。これは、高

機能な汎用���ソフトウェアの登場と、��や��

といった身近で使いやすいコンピュータ環境が整

ったことが影響している。そして、特に急激に発

展したのが１９９０年代後半からで、昨今の急速な情

報技術の進歩に関連するところが大きい。���自

体の技術進歩だけでなく、インターネット、リモー

トセンシング、���、モバイル通信などの様々な

実用的情報技術が進歩したことにより、���とそ

れら技術との融合が起こり、様々な分野での実用

的応用が可能になった。���が様々な事象に応用

することができる本当のツールになったのは、比

較的長い���の歴史の中でも、つい最近のことで

ある。

　滋賀県では、１９８５年に、ミニコンピュータを利

用して環境データを処理し、地域環境情報の地図

冊子である「滋賀県地域環境アトラス（１９８５）」

を作成している。当時は、そのような地域環境情

報の冊子はほとんど存在しない時代であったため、

環境分野での���的手法の先駆的利用例だと言え

る。その後、より手軽に地域環境情報地図システ

ムを利用できるようにするため、パーソナルコン

ピュータ（��）上で対話的に利用できる「動くア

トラス（１９８８）」を開発している。

　しかし、その開発者らは、当時としては大変優

れた画期的な環境情報の作成と整備を成し遂げた

のは確かだが、それらは、だれもが手軽にいつで

も使えるものではないし、住民が参加して情報を

作成したものではないため、地域住民にとって愛

着のある情報ではなく環境意識を高める効果が小

さいことを課題として指摘している（嘉田・大西、

１９９１）。その反省により、１９８９年に、データベー

表１　ＧＩＳの利用形態の変化

滋賀県での実例利用形態年代分類

滋賀県地域環境アトラス（１９８５）

動くアトラス（１９８８）

ホタルダス、雪ダス（１９８９～）

赤野井湾流域環境情報システム

（１９９８～）

滋賀県統合型ＧＩＳ（２００４～）

・コンピュータマッピング

・専門家が操作する大型コンピュータシステム

上で稼働

・各分野・実務への応用は限定的

１９６０年代～初期のＧＩＳ

・ＧＩＳベンダーによる汎用ＧＩＳソフトウェアの開

発と販売

・個人単位で操作可能なワークステーション（ＷＳ）

やパーソナルコンピュータ（ＰＣ）上で稼働

１９８０年代～現代のＧＩＳ

・インターネット、リモートセンシング、ＧＰＳ、

モバイル通信などの急速な情報技術の進歩に

より、これら様々な技術との融合化

・様々な分野での応用化、実務への普及

１９９０年代後半～
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ス機能と通信機能をもつホタルダスや雪ダスなど

の参加型情報システムを開発するに至った。これ

は、パソコン通信を通じて、ホタルや降雪につい

て調べた結果の収集、集計、結果表示を行ったり、

参加者同士で情報交換したりすることが可能な双

方向型の情報システムである。

２．２　今なぜGISか？

　インターネットが普及した現在、当時のパソコ

ン通信よりも多くの人が利用しやすい参加型環境

調査システムを構築しやすくなったと言える。と

はいえ、システムの基本機能は先に述べた先進事

例とそれほど変わるものではなく、単にグラフィ

カルな画面で容易に操作できるようになったこと

で、今なぜ���なのかを十分に説明するものでは

ない。

　現在、環境問題の解決など、様々な分野での住

民、行政、専門家等との協働の取り組みにおいて、

情報共有とコミュニケーションをいかに進めるか

という社会的ニーズが高まりつつある。筆者らが

重要だと考える点は、こうした背景のもと、���

技術、���データ、通信技術についての標準化が

進んだ結果、参加型環境調査のための���も、行

政の環境管理のための���も、研究のための���も、

すべて同じ情報資源を利用できるようになったた

め、協働の取り組みにこれら情報を大いに役立て

られる可能性が今まさに高まったことである。

　次節で述べる赤野井湾流域環境情報システムは、

地域住民による水環境調査支援のためのシステム

であるが、このシステムの���データを表１にあ

る滋賀県統合型���上で利用することは容易であ

るし逆もそうである。地域住民による環境情報を、

研究者が開発した流域管理モデルの結果を示す

���情報と重ね合わせることも当然可能である。

地域住民、行政、研究者等のそれぞれが得意とす

る情報を共有するためのツールとして���を利用

することは、同じ判断材料によって今後の環境保

全の方策を検討するプロセスを生み出すために重

要である。

　しかしながら、地域住民は、行政や研究者と違

い、���などを独自で環境保全活動に応用するこ

とは容易ではなく、何らかの支援のしくみが必要

であり、そのための情報システムの開発が課題で

ある。そのような問題解決のために試みてきたの

が赤野井湾流域でのシステム構築例である。

２．３　赤野井湾流域環境情報システム

２．３．１　開発経緯

　赤野井湾流域において水環境保全活動を展開し

ている���法人びわこ豊穣の郷（以下、「豊穣の

郷」と呼ぶ）は、１９９７年から、流域内の里中河川

約１００ヶ所で、パックテスト等による簡易な水質

調査を住民達の手で実施、継続している。「豊穣

の郷」は、���法人化前の２００４年９月以前は「豊

穣の郷赤野井湾流域協議会」と呼ばれ、１９９６年に

設立した団体である。

　旧琵琶湖研究所（現在の琵琶湖・環境科学研究

センター）などは、赤野井湾の水環境改善のしく

みづくりの一環として、この団体の膨大な調査資

料を、順次データ化、マップ化していくための技

術支援を行い、試行錯誤を重ねながら、現在の赤

野井湾流域環境情報システムの運用に至っている。

ここで重要なことは、当システムを開発すること

に主眼を置いたわけではなく、地域住民の自主的

な取り組みを尊重し、表２に示すような情報の収

集、整理、発信のプロセスを促進するようにして

きたことである。その結果、会員によるホームペー

ジづくりや���を用いた水環境マップづくりなど

の技術的しくみづくりを達成してきた（東・長尾、

２００５）。そのようにして蓄積してきた成果を���で

集約して発信するために開発したのが当システム

である。

２．３．２　システムの全体像

　「赤野井湾流域環境情報システム」は、現在当

センターで稼働する������サーバシステムの一

つであるが、これは、「豊穣の郷」が運用する���

サーバ側からの情報発信のしくみや、データの維

持・更新の手続き、技術的指導の手続きといった

利用のしくみに密接に絡んでいるため、まず、���
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サイトの全容を整理して、全体像を把握する。

　「豊穣の郷」は、事務所内に���サーバを自ら

設置し、ホームページを公開している。このホー

ムページの大半は、筆者らを含む情報技術の専門

家の指導のもと、会員自らが作り上げていったも

のである。図１に示すように、そのメインメニュー

の中の「河川調査結果を見よう！」という項目か

ら、全調査地点の水質調査結果を数値、地図、グ

ラフ等で詳細に閲覧できるようになっている。ま

た、そこから当センターの������（赤野井湾流

域環境情報システム）へのハイパーリンクも張ら

れている。

　この水質調査結果の数値、文字データは、���

サーバと連携動作するリレーショナルデータベー

スとして管理されており、ホームページからは、

このデータベースを通じて最新データを含む全

データを����形式で閲覧できる。

　また、特定の「豊穣の郷」会員は、ユーザ名と

パスワードを入力することで、水質調査結果の

データ入力画面にアクセスでき、この画面から、

���ブラウザを使って、自宅や事務所のパソコン

からデータを追加入力できる。さらに、事務所の

パソコンには、単体のパソコン上で動作するデス

クトップ���ソフトウェアや表計算ソフトウェア

などのデータ処理に必要なアプリケーションソフ

トウェアが導入されており、会員や活動を支援す

る大学生等が、調査結果データを自由に加工・分

析できるようになっている。

　一方、当センターで稼働する赤野井湾流域環境

情報システムでは、インターネットを通じて���

機能が利用できる������サーバシステムを使用

して、赤野井湾流域の全調査地点の水質調査結果

を、年別、指標別に地図上で視覚的に確認できる

ようになっている（図３）。地図のシームレスな

表２　「豊穣の郷」における情報共有の歩み

共有化の段階情報共有の方法課題活動内容

・パソコンの表計算ソフトによる

「データ入力」、「集計」、「グラフ

作図」、「簡易地理情報システム

作成」。

・調査データの分析

・成果のわかりやすい集約

１９９７年１月　河川水質調査開始

（１００地点余りの定点での調査）

１９９７年１１月　水環境マップ作成の作

業開始

１９９８年３月　水環境マップ完成

・Ｗｅｂサイトの構築

・サーバサイドスクリプトを用い

たトピックス簡単入力機能、ＢＢ

Ｓ機能の実現。

・ＢＢＳによる湖沼会議参加者と住

民との情報交流の実現。

・会員の情報作成への参加

・ホームページ利用者と会

員の双方向交流

１９９８年９月　ホームページ作成の作

業開始

１９９９年１月　ホームぺージ開設

１９９９年５月　世界湖沼会議（デン

マーク）に参加

・河川水質調査結果のデータベー

ス化、それにともなうインター

ネットによる全調査結果の入

力・検索・平均処理・表示機能

の作成。

・パソコン教室における大手通信

民間会社による人的協力。

・マップ¿作成、ほたるマップ作

成、環境変化解析へのＧＩＳの応用

・地域とのつながりの再構築（地

域情報ネットワーク化）

・調査活動に対する意欲低

下、活動のマンネリ化の

克服

・地道ではあるが、調査継

続の重要性認知

・情報システム利活用にお

ける人材不足

・人材育成・確保と資金の

確保の必要性

・活動の発展にともなう地

域住民との隔たり

１９９９年１２月　４年目になる河川水質

調査活動の活性化

２０００年４月　パソコン教室開催

２００１年１１月　水環境マップ¿完成

２００２年１０月　ほたるマップの作成

２００３年６月　地域情報ネットワーク

化事業の開始

※滋賀県琵琶湖研究所所報２２，２２１－２２７，２００５より転載
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拡大・縮小・スクロール、任意の地図レイヤのオ

ン・オフ切り替え、調査地点の属性情報表示など、

���の基本的な機能が���ブラウザ上で使用でき

る点が、前述の「豊穣の郷」���サイト内で見

られる水質マップ画像と大きく違う点である。

　この������の地図表示画面上の調査地点を選

択すると、豊穣の郷���サイト側にある水質調

査結果の数値表、グラフ、写真等を表示するペー

ジへジャンプするようになっている点など、両

���サイトの情報が組み合わさるしくみになって

いる点が当システムの大きな特徴である。これは、

システム構築を先行させたのではなく、「豊穣の

郷」会員による情報の収集、整理、発信の実プロ

セスを経てから構築された結果でもあり、後に述

図２　「河川調査結果を見よう！」のサブページの画面例

■NPO法人びわこ豊穣の郷ホームページ （http://www.lake-biwa.net/akanoi/）�
　　　 新着情報�
　　　 豊穣の郷とは�
　　　 活動紹介�
　　　 調査　　　　　　　　水環境マップ�
　　　 掲示板　　　　　　　水環境マップ２�
　　　 リンク　　　　　　　守山市民によるほたるマップ�
　　　 川づくりネット　　　河川調査結果を見よう！�
　　　　　　　　　　　　　 ①赤野井GIS【WebGISシステムへのハイパーリンク】�
�
　　　　　　 ①赤野井湾流域環境情報システム【WebGISシステムへのハイパーリンク】�
　　　　　　 ②年別水質マップ�
　　　　　　 ③地点別の水質状況　　　④地点詳細情報１　　　⑤地点詳細情報２�
　　　　　　 ⑥全地点の水質ランク構成比の推移�
　　　　　　 （⑦水質データ入力　　※会員専用）�

図１　「豊穣の郷」Ｗｅｂサイトの構成から見た調査結果関連ページについて

年別水質マップ（図１の②） 地点詳細情報１（図１の④） 地点詳細情報２（図１の⑤）

図３　赤野井湾流域環境情報システム（ＷｅｂＧＩＳ）の
画面例（図１の①に関連）。
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べる今後の参加型環境���のあり方においても参

考になると考えている。

２．３．３　参加型環境GISの先進事例との比較

　以上のような経緯を経たシステム構築の結果、

���とデータベースによって情報を継続的に蓄積

し、いつでも利用できる技術的しくみができあが

った。そして、環境調査の結果が様々な場面で生

かされ、組織の大きな財産となった。しかしなが

ら、その取り組みには、課題や改善点も存在する。

そこで、赤野井湾流域における参加型環境���を

活用した取り組みをもとに、今後、他の地域への

技術移転の方向性を明らかにするために、他の先

進事例と比較し、それぞれの特徴や課題を明らか

にすることにする。

　文献やインターネット等を通じて参加型環境

���に関連する事例を調べた。ある程度活用され

ている例は決して多くはなく、表３に示す例が確

認できた。荒川流域環境調査マップを除くすべて

の事例において、調査地点などの地図上への情報

登録がオンライン（インターネット）で可能であ

る。単方法型の������である荒川流域環境調査

マップは、水質調査結果のデータベースと

������システムがリアルタイムで連動していな

い赤野井湾流域環境情報システムと類似している。

　属性情報は、全国水生生物調査ページを除いて、

コメント等の文字情報、写真（画像）情報、ハイ

パーリンク情報等の単純な情報である場合が多い。

これは、わかりやすい情報を扱うことを目的にし

ているためだと思われるが、より対象を絞り込ん

で比較的専門的な調査活動を行っている団体にと

っては、物足りないシステムかもしれない。全国

水生生物調査ページは、天候や水温、水の濁り、

臭いなどの５感による調査、見つかった指標生物

の種類等の詳細な調査項目を登録でき、水生生物

調査に特化した仕様のシステムとなっている。

　以上述べたことは、システムの特徴に焦点を当

てた見方であるが、参加型環境���の取り組みに

おいて重要なことは、システムの性能だけではな

く、地域住民の環境保全活動の中で、それを活か

すための人的技術支援や運営体制があるかないか

である。地域活動における技術支援や運営の取り

組みが明確な事例としてあげられるのは、「荒川流

域ネットワークの荒川流域環境調査マップ」と「島

根県中山間地域研究センターの参加型マップシス

表３　参加型環境ＧＩＳに関連する事例

利用目的、概要主体者事例・システム

・荒川流域の環境調査結果のマップ作成に利用
・国土地理院が提供するＷｅｂＧＩＳシステムの電子国土ポー
タルを利用して水質調査結果を閲覧できる
・デスクトップＧＩＳソフトウェアＭＡＮＤＡＲＡ（フリーウェ
ア）の利用

ＮＰＯ荒川流域ネットワーク荒川流域環境調査マップ

・地域活性化の一つのツールとして、独自開発した
ＷｅｂＧＩＳシステムを用いて、環境分野を含むあらゆる分
野のマップ情報を県民参画で作成するためのシステム
・地図上の地点と関連づけながらコメント等を投稿・閲覧
できる

島根県中山間地域研究セン
ター

参加型マップシステム

・身近な自然についての様子を地図上の地点と関連づけな
がらコメント、写真等をだれでも投稿・閲覧できる

環境省
インターネット自然研究所
「四季のいきもの前線調査」

・水生指標生物調査結果を地図上から登録・閲覧可能な
データベース機能をもつＷｅｂＧＩＳシステム

環境省、国立環境研究所
水環境総合情報サイト
「全国水生生物調査ページ」

・子供向けに作られた環境学習サイト
・地図上の地点と関連づけながら、湖や川に関して調べたこと
についての簡単なコメントと写真を投稿・閲覧できる

アクア琵琶
（琵琶湖河川事務所）

びわこ・よどがわ学習ｎａｖｉ
「びわこ・よどがわマップ」
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テム」である。これらの事例と赤野井湾流域の事

例の特徴を比較したのが表４である。ただし、表

４では、荒川流域ネットワークの事例では������

システムに国土地理院が提供する電子国土ポータ

ルを用いているため、支援組織に国土地理院（電

子国土ポータル）を含めて整理した。また、行政

機関が運営していた三重県の「�－デモ会議室」の

事例も併せて掲載してある。本稿執筆時点で「�－

デモ会議室」は閉鎖されており、環境関連分野と

いうわけでもないが、������機能付きの電子市

民会議室としてよく知られた先進事例であるため

掲載した。

　表４をみると、それぞれの事例で利用目的が異

なり、必要となるシステムや技術支援の方法など

表４　参加型環境ＧＩＳの先進事例の比較

課題特長・ポイント利用システムＧＩＳ利用目的団体名（システム名）立場

ＧＩＳデータ更新にタイ
ムラグがある。

調査結果をもっと多く
の住民に、もっと分か
りやすく伝えたい。

膨大な水質調査の蓄積。

調査者がＷｅｂ経由で直接
データ入力。

「水環境マップø・¿」を発行。
ホタル情報サイトはアクセス
が多い。

補助金を活用したソフト＆機
器の購入。

研究機関による技術支援。

ＡｒｃＶｉｅｗ
（高機能ＧＩＳソフト）

Ｗｅｂデータベース
形式の水質調査
結果入力・管理

ＧＩＳで作成した画
像をホームページ
で公開

調査活動結果の
蓄積・情報共有

地域への水質
情報発信

ホタル情報発信
水環境の分析・

改善策検討

調査継続へのイ
ンセンティブ

ＮＰＯびわこ
豊穣の郷

活
動
主
体

専門家として地域活
動主体との関わり方。

流域内の複数団体が一斉調
査。

コストをかけないＧＩＳ利用。

大学による技術支援。

電子国土ポータル
（単方向ＷｅｂＧＩＳ）

ＭＡＮＤＡＲＡ
（フリーＧＩＳソフト）

流域内での環境
情報共有

調査継続へのイ
ンセンティブ

ＮＰＯ荒川流域ネット
ワーク

他流域への技術移転。

専門家として地域活
動主体との関わり方。

ＷｅｂＧＩＳの双方向化。

水質調査結果の情報発信に
特化したシステムの提供。

「豊穣の郷」への技術支援。

ＡｒｃＩＭＳ
（単方向ＷｅｂＧＩＳ）

ＧＩＳ技術支援
流域情報管理

情報収集・コミュ
ニケーション

滋賀県琵琶湖・環境
科学研究センター
（赤野井湾流域環境
情報システム）

支
援
組
織

ＧＩＳ普及の課題。

閲覧に専用プラグイ
ンソフトが必要、ＯＳ
が限定。

双方向機能やデータ
ベース連携機能をも
たせるには、他のシス
テム同様に作り込み
が必要。

誰でも無料で自分のＨＰにＷ
ｅｂＧＩＳを構築できるようにし
た。

レスポンスが早い。

「荒川流域ネットワーク」をは
じめ、採用事例が増えつつあ
る。

ＴＣＬＥＸＧＡ（Ｗｅｂ
ＧＩＳ）

サーバ＋ベースマ
ップを全国に無償
で開放

ＧＩＳの普及国土地理院
（電子国土）

使い勝手に改善の余
地。

さらなる利用拡大。

県域のあらゆる空間データを
ジャンル問わず集積。

センサス等基本統計情報も
公開

キーパーソン、情報指導員等
の存在。

ＭａｐＩｎｆｏ　
ＭａｐＸｔｒｅｍｅ
（双方向ＷｅｂＧＩＳ）

県全域に開放

環境学習支援
地域情報の収集
と共有

地域住民間のコ
ミュニケーション
流域情報管理

島根県中山間地域研
究センター

（参加型マップシステ
ム）

県民側の利用拡大。

県庁側のリテラシ向
上。

ＧＩＳと電子掲示板が相互に
連動し、位置情報を活かした
県民のコミュニケーション空
間を実現。

双方向ＷｅｂＧＩＳと
電子掲示板を融合

県政と県民との
コミュニケーショ
ンと情報共有

三重県
（ｅ－デモ会議室）

行
政
組
織

※本表は、キタイ設計（２００５）編，滋賀県琵琶湖研究所委託業務報告書「ＧＩＳ技術の市民環境調査への応用」の３７ペー
ジの表を加筆・修正したものである。
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も異なる。「豊穣の郷」の取り組みと比較的類似

しているのが荒川流域ネットワークの事例である

が、���活用の手段や方法に違いがある。荒川流

域ネットワークでは、無償ソフトウェアを利用し

て、���活動としてできるだけ費用のかからない

よう工夫している。������を構築するためには、

一般的に高い費用がかかり、���や市民での利用

を阻害しているのは確かである。その意味で、無

償で利用できるツールの存在は重要である。電子

国土のほか、最近では米国の民間会社が、通常の

ホームページ上に������機能を構築できるツー

ル「������　����　���」という優れたツールを無

償で提供しはじめている。一方、「豊穣の郷」の

事例では、データベース化や情報発信や分析のた

めに高機能���が必要ならば、外部資金を獲得し

てまで整備している。

　参加型環境���を応用した事例が少ないことは、

地域住民や���等団体が自力で活用するには、経

費的にもマンパワー的にも技術的にも、現状では

難しいことを示唆している。この種の技術を活か

していくためには、何らかの社会的な支援のしく

みが必要であり、表４の事例は、方法は違うがそ

のようなしくみが存在していた例でもある。

３．今後望まれる参加型環境GISのすがた

　今後、地域の環境問題に取り組む団体や、身近

な環境調査を実施している団体・学校・行政など

を対象に、参加型環境���をどう構築していくか

を考えるためには、まずは、なぜ���を使うのか、

その目的をもう一度を明確にしておく必要がある。

　表４に見られた各事例の利用目的、特長、課題

の内容から、身近な環境調査などに���を利用す

る動機と目的を整理すると以下のようにまとめら

れる。

①調査結果を検索可能な形できちんと蓄積・保存

しておきたい（データベース）

②調査結果を、わかりやすく視覚的に整理したい

（成果還元）

③調査を継続する意欲を持続・向上させたい（イ

ンセンティブ）

④調査結果を、インターネットで広く知らせたい

（情報発信ツール）

⑤調査結果を分析し、具体的な環境改善手段を検

討するのに使いたい（分析ツール）

⑥双方向のしくみを活かして、地域住民から広く

情報を収集したい（情報収集ツール）

⑦双方向のしくみを活かして、地域環境をテーマ

に、地域住民同士のコミュニケーションを活性

化したり、行政・専門家・���・地域住民の自

由な意見交流をしたりしていきたい

（コミュニケーションツール）

⑧������という先進的な活動に取り組むことで

注目度を高めたい（広報アイテム）

⑨行政・研究機関・民間企業・���などがそれぞ

れに所有し公開できる情報を、������上で統

合し、流域単位で共有・管理していくことで、

それらを各々の活動に積極的に活かしていきた

い（環境情報共有ツール）

　このような利用目的を踏まえ、今後、滋賀県に

おいて地域住民主体の環境調査活動や環境保全活

動の現場で大きな役割を果たしうる参加型環境

���の活かし方を検討すると、表５に示すような

３つの方向性が考えられる。

　シナリオ１の「水環境調査支援システム」は、

赤野井湾流域での取り組みの発展形に他ならず、

双方向性などの技術的課題や、他流域への技術移

転に関する課題の解決を目指すものである。水環

境調査に関する専門的知識も必要なシステムであ

るため、研究機関等が中心的役割を果たしえるシ

ナリオだと考えられる。

　シナリオ２の「環境市民コミュニケーション・

サービス」は、地域住民と行政などがともに考え

ながら、信頼関係を構築しながら、協働による取

り組みを促進させるツールとして重要だと考えら

れる。しかし、この種の取り組みは、三重県の事

例にあるように行政あるいは���が中心になっ

て運営するほうが適するかもしれない。

　シナリオ３の「流域環境情報ポータル」の必要

性はよく指摘されることでもあるが、なかなか実

現しないのが現状である。技術的問題というより
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は社会的しくみの課題で、情報共有という横断的

取り組みをどのようなしくみで動かしていくかが

課題であろう。そのような動きのきっかけづくり

として、シナリオ１に関した情報に、行政や研究

者による環境情報を加えていく試みも考えられる。

いずれのシナリオも、実際には、運用経費や人材

確保などの問題があるが、実証的に調査研究する

価値は大きいと考えられる。

４．まとめ

　地域住民主体の環境問題の解決への取り組みや

身近な環境調査活動に対する支援技術として、参

加型環境���を用いた技術手法に焦点を当て、赤

野井湾流域での事例をはじめとした実例を調べた。

その現状と課題を把握し、今後の応用手法の方向

性を検討した結果は、以下のようにまとめられる。

∏　���手法は、１９６０年代には登場しており、決

して最近確立したばかりの技術ではないが、

１９９０年代後半からの���のみならずインターネ

ット等の情報技術全般の進歩とそれら技術の融

合により、単なるコンピュータマッピングシス

テムという性格から、情報共有ツール、コミュ

ニケーションツールとして大きく変貌したため、

地域社会の各主体の協働の取り組みが求められ

る社会ニーズに適した手法になったと考えられ

る。

π　しかしながら、参加型環境���の国内事例は

少なく、赤野井湾流域の事例を含めても数例し

表５　参加型環境ＧＩＳの活用場面のシナリオ

※本表は、キタイ設計（２００５）編，滋賀県琵琶湖研究所委託業務報告書「ＧＩＳ技術の市民環境調査への応用」の４７ペー
ジの表をもとに修正したものである。

背　景概　要システム形態Ｎｏ

・水質データは、一般の汎用ＷｅｂＧＩＳサービ

スだけでは効果的に管理・表現できない。

・地域等で、パックテスト等を用いて水質調

査を実施しても、きちんと情報の整理・蓄

積・発信・分析ができていないケースが多い。

水質調査や水生生物調査などの

結果を、住民がＷｅｂブラウザ上

で簡単に登録し、リアルタイム

に結果を閲覧できる、琵琶湖を

有する滋賀県ならではの地域住

民による水環境調査の支援に特

化したＷｅｂＧＩＳサービスを提供

する。

水環境調査支援システム１

・インターネットで発信している情報が、本

当に届けたい相手になかなか届かない。

・ひとりひとりの住民と身近な地域環境のこ

とを気軽に話し合いたい。

・住民から効果的にたくさんの情報を集めた

い。

・水環境だけでなく、幅広い分野での人や情

報の交流を図りたい。

電子会議室等の技術とＷｅｂＧＩＳ

を融合させた、地域環境やまち

づくり活動等に関するコミュニ

ケーション・サービスを提供す

る。

環境市民コミュニケーション・

サービス

２

・どこにどんな情報があり、どう活かせるか

が整理されていない。

・各種統計情報もＧＩＳで地図化されたデータ

が広く目に触れる機会は少ない。

・流域環境管理には、様々な環境情報の集約

と共有が求められる。

流域環境情報のポータルサイト

として、あらゆるデータ・メタ

データを流域内の行政・研究機

関・企業・ＮＰＯ・住民から集約

し、その中で位置情報を持つも

のはＷｅｂＧＩＳ上に統合された状

態で検索・利用できるサービス

を提供する。

流域環境情報ポータル３
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か確認できなかった。地域住民や���等の団体

が自力で活用するには、経費的にもマンパワー

的にも技術的にも、現状では容易ではなく、参

加型環境���を環境保全に活かすためには、資

金的、人的、技術的な面での社会的な支援のし

くみが重要だと考えられる。

∫　参加型環境���の事例を整理した結果、活用

の動機や目的は、情報収集、データベース化、

情報発信、分析、成果還元、インセンティブ、

コミュニケーション、広報アイテムなどがあり、

琵琶湖の環境保全のために参加型環境���の活

かす今後のシナリオとしては、大きく分けて、

「水環境調査支援システム」、「環境市民コミュニ

ケーション・サービス」および「流域環境情報

ポータル」の３つの方向性が考えられた。

　今後は、赤野井湾流域で得た知見を他流域に活

かし、水環境情報という専門的知見を活かすため

にも、３つの方向性のうち、特に「水環境調査支

援システム」と「流域環境情報ポータル」とに注

目した実証的調査研究を進めたい。
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